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（注） 記事の要約とその和訳はROTOBOによるものです（記事の要約は必要に応じて

ROTOBOで補筆・加筆をしています）。記事の内容は、基本的にロシア側メディアの発

表に基づいており、当会の見解を示すものではありません。なお、引用・二次使用は固

くお断り申し上げます。 
 
１．経済全般 
 
2026.08.14-15 
2026年第２四半期のロシアのGDPは1.3％増 
８月14日付Vedomostiおよび８月15日付TASSによると、マクシム・レシェトニコフ経済発展大臣は、2026年第２

四半期のGDPが1.3％増となった要因として、財政刺激策と民間消費の好転を挙げた。同大臣は、2026年第１四

半期にはGDPが0.2％減少していたことも付け加えた。現時点では、2026年通年のGDP成長率は0.6％と予想さ

れている。同氏は「第２四半期の数字は、我々の想定を上回る力強い伸びを示した。経済成長率の予測値は高い

とは言えないが、第２四半期には、明らかに動向が変化したことが見てとれる」と述べた。レシェトニコフ経済発展

相はまた、中央銀行と政府の連携した取組みにより、ロシア経済が成長軌道に戻りつつあると語った。同大臣に

よれば、各企業は回復に必要なあらゆる作業を迅速に進めており、ロシア中央銀行と連携して政府が講じている

諸施策も、こうした動きを後押ししている。レシェトニコフ大臣は、国内のインフレが安定化しつつあることにも言及

し、「それだけでなく、ロシア中央銀行は慎重かつ一貫して政策金利を引き下げており、間違いなく誰もがその効

果を感じ、インフレの沈静化を目にしている」と述べた。同大臣はさらに、過去数年間に一般市民や企業の預金な

どを通じて蓄積されてきた資金が活用されたことも、GDP成長の一因になったと指摘した。加えて、卸売業、貨物

取扱業、製造業、製薬業、食品工業もプラスに寄与したという。一方、レシェトニコフ大臣は、燃料市場の状況やテ

ロ攻撃に関連するものなど、経済には一定の不確実性が残されていることにも注意を促した。その上で、「とはい

え、ロシアの企業と経済はこれに適切に対応しており、各企業が回復に必要なあらゆる作業を迅速に進めている

と我々は認識している」と語った。 
 

図表１ 2022～2026年のロシアの主要経済指標 

 
 

Q1 Q2 Q3 Q4 1-12月 Q1 Q2 ６月 1-6月
GDP（前年同期比、％） ▲ 1.4 4.1 4.9 1.3 1.0 0.8 1.0 1.0 ▲ 0.2 1.3 1.6 0.6
鉱工業生産（同） 0.7 4.3 5.1 0.1 1.5 1.2 2.3 1.3 0.3 0.6 0.6 0.4
農業生産（同） 11.3 0.2 ▲ 3.3 0.6 1.4 3.8 12.0 4.9 0.2 ▲ 1.5 ▲ 2.9 ▲ 0.8
建設（同） 7.5 9.0 3.8 5.8 1.9 1.3 2.3 2.5 ▲ 10.0 ▲ 1.6 3.5 ▲ 5.0
貨物輸送（同） ▲ 2.3 ▲ 0.6 0.5 ▲ 1.3 0.7 ▲ 1.6 ▲ 0.4 ▲ 0.7 ▲ 3.6 2.5 1.9 ▲ 0.6
固定資本投資（同） 6.7 9.8 8.4 6.5 ▲ 1.0 ▲ 4.3 ▲ 5.3 ▲ 2.3 ▲ 14.3 n.a. n.a. n.a.
小売商品販売高（同） ▲ 6.5 8.0 7.7 2.8 3.3 4.6 5.5 4.1 3.6 7.2 7.3 5.4
実質賃金（同） 0.3 8.2 9.7 3.4 4.6 5.3 4.3 5.2 8.7 n.a. n.a. n.a.
実質可処分所得（同） 4.5 6.1 8.2 7.1 10.1 7.7 5.8 7.4 1.7 1.5 n.a. 1.5
消費者物価上昇率（同） 11.9 7.4 9.5 10.1 9.8 8.3 6.6 5.6 5.9 5.6 6.0 5.8
失業率（％） 4.0 3.2 2.5 2.3 2.2 2.1 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2
（出所）ロシア経済発展省、ロシア国家統計局。
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図表２ 2022～2026年のロシアの鉱工業生産の増減率 

 
 
2026.08.15 
2026年上半期の経常黒字、341億ドルに拡大 
８月15日付TASSによると、ロシア中央銀行が発表した速報値では、2026年１～６月のロシアの経常収支は341
億ドルの黒字となり、前年同期の204億ドルから拡大した。一方、サービス収支の赤字は前年同期から13億ドル

増加し、213億ドルとなった。これは主として、ロシア国民による海外旅行支出の増加に伴い、サービス輸入が拡

大したためである。ただし、中銀によれば、サービス輸出もロシアへの観光や国際輸送サービスの伸びにより増

加したという。また、中銀は、2026年上半期の貿易収支の黒字が前年同期の542億ドルから654億ドルに拡大し

たと指摘した。これは、価格要因やロシア製品に対する需要の増加により、輸出額が拡大したためと説明している。 
 

図表３ ロシアの経常収支 

 
 
2026.08.15-16 
東方経済フォーラム組織委員会のコビャコフ氏、西側企業との協力方針に言及 
８月15、16日付TASSによると、アントン・コビャコフ大統領顧問（東方経済フォーラム組織委員会実行委員長）は

インタビューで、2026年の東方経済フォーラム（EEF）には世界100カ国以上から参加者が集まるとの見通しを示

した。EEFは９月１～４日、ウラジオストクの極東連邦大学を会場に開催される。コビャコフ大統領顧問によれば、

Q1 Q2 Q3 Q4 1-12月 Q1 Q2 ６月 1-6月
鉱工業生産 0.7 4.3 5.1 0.1 1.5 1.2 2.3 1.3 0.3 0.6 0.6 0.4
　鉱業 1.5 ▲ 1.0 ▲ 0.5 ▲ 4.2 ▲ 1.4 ▲ 0.6 ▲ 0.4 ▲ 1.6 0.8 ▲ 1.9 ▲ 2.4 ▲ 0.5
　　石炭採掘 ▲ 1.5 0.3 3.0 1.2 ▲ 2.6 ▲ 4.0 ▲ 1.4 ▲ 1.7 ▲ 5.3 4.7 7.4 ▲ 0.4
　　金属鉱採掘 ▲ 3.4 ▲ 1.7 2.9 2.9 2.9 0.8 0.4 1.7 1.3 3.8 1.5 2.6
　　石油・天然ガス 1.0 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
　製造業 0.3 8.7 9.1 3.9 3.6 2.5 4.3 3.6 ▲ 0.7 2.0 2.6 0.7
　　食品加工業 1.6 5.2 5.0 ▲ 1.5 ▲ 0.7 ▲ 0.1 0.2 ▲ 0.5 ▲ 0.2 1.6 1.8 0.7
　　軽工業 4.5 11.4 10.2 ▲ 3.1 ▲ 5.2 ▲ 2.5 ▲ 2.8 ▲ 3.5 ▲ 8.2 1.8 4.1 ▲ 3.2
　　木材加工業 ▲ 2.0 1.3 4.3 ▲ 1.8 ▲ 5.2 ▲ 4.4 ▲ 8.7 ▲ 5.1 ▲ 9.9 ▲ 4.8 ▲ 3.6 ▲ 7.3
　　石油精製・コークス ▲ 0.6 2.5 ▲ 1.4 ▲ 0.5 2.6 ▲ 3.5 ▲ 0.2 ▲ 0.4 ▲ 0.5 ▲ 14.8 ▲ 21.7 ▲ 7.7
　　化学工業 ▲ 0.3 4.9 6.5 1.9 0.6 ▲ 0.3 ▲ 0.2 0.5 0.4 2.8 2.8 1.7
　　鉄鋼・金属工業 2.7 8.7 6.3 4.5 2.0 ▲ 0.9 6.3 2.8 ▲ 7.2 ▲ 0.6 1.6 ▲ 3.6
　　機械工業 ▲ 5.9 25.0 19.8 13.7 7.8 9.3 3.2 7.7 5.4 12.7 17.0 9.2
（出所）ロシア経済発展省。

（前年同期比増減率　％）

2022 2023 2024 2025 2026

2021 2022 2023 2024 2025 2026.1-6
経常収支 125.0 237.7 49.4 63.3 38.8 34.1
　貿易・サービス収支 172.8 293.5 85.5 93.8 64.5 44.1
　　貿易収支 193.1 315.6 121.7 132.1 113.2 65.4
　　　輸出 494.2 592.1 424.7 433.6 419.5 226.4
　　　輸入 301.0 276.5 303.1 301.5 306.4 161.0
　　サービス収支 ▲ 20.3 ▲ 22.1 ▲ 36.1 ▲ 38.3 ▲ 48.6 ▲ 21.3
　　　輸出 55.6 48.8 40.5 43.1 46.3 23.6
　　　輸入 75.9 70.9 76.6 81.3 94.9 44.9
　第１次・第２次所得収支 ▲ 47.8 ▲ 55.8 ▲ 36.1 ▲ 30.6 ▲ 25.7 ▲ 10.1
　　第１次所得収支 ▲ 43.0 ▲ 47.1 ▲ 26.9 ▲ 27.5 ▲ 17.7 n.a.
　　　雇用者報酬 0.2 ▲ 2.5 ▲ 4.8 ▲ 6.5 ▲ 7.3 n.a.
　　　投資収益 ▲ 43.3 ▲ 44.6 ▲ 22.1 ▲ 21.1 ▲ 10.4 n.a.
　　　その他 0.1 0.0 0.0 0.1 0.0 n.a.
　　第２次所得収支 ▲ 4.8 ▲ 8.6 ▲ 9.3 ▲ 3.1 ▲ 8.1 n.a.

（単位　10億ドル）

（出所）ロシア中央銀行。
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欧州各国のビジネス界は、政治指導層の立場に反してロシアとの交流を続けているという。同氏は「欧州のほと

んどの国のビジネスマンがそうだ。彼らはそれを隠そうともしていない。サンクトペテルブルクやウラジオストクで開

催された直近４～５回のフォーラムを見れば、そのことは十分に分かる」と述べ、具体例としてイタリア、ドイツ、フ

ランス、オランダ、ギリシャ、英国、スイス、スペインを挙げた。また、西側企業のロシア市場への復帰については、

実利的なパートナーシップの構築と、ロシアが必要とする技術の移転という観点から検討すべきだと語った。同氏

は「つまり、国内で彼らの製品の部品をドライバーで組み立てるだけの単純な作業は必要ない。その段階はすで

に終わった。複雑で資本集約的な製造業を共同で発展させるというのであれば歓迎する。ウィン・ウィンの関係の

下でともに取り組む用意は、いつでもできている」と述べた。さらに、「2025年のEEFには75カ国から約8,000人が

参加した。今年のフォーラムにも各国から多くの財界人や政府関係者が集まる。すでに日本、中国、バングラデシ

ュ、インド、UAEなどから代表団が参加することが確認されている」と明らかにした。今回のEEFでは、二国間・地

域間のビジネス対話として、中国、インド、ASEAN、モンゴル、ベトナムとのセッションが予定されている。 
 
2026.08.16 
韓国、東方経済フォーラムへの閣僚級参加を検討か 
８月16日付TASSによると、韓国の鄭東泳（チョン・ドンヨン）統一部長官は８月４日、同国政府が９月に開催される

東方経済フォーラム（EEF）への参加を検討していることを明らかにした。同長官は、過去には朴槿恵（パク・クネ）

大統領や文在寅（ムン・ジェイン）大統領が同フォーラムに出席したことにも言及した。2022年以降は、在ロシア公

館の関係者が韓国政府を代表して出席するにとどまっている。韓ロ友好協会のムン・ジョンギム会長はTASSの
取材に対し、「韓国から閣僚級の代表がEEFに参加するのであれば、それは時宜を得たものとなるだろう。同フォ

ーラムでは、複数の共同経済プロジェクトの再開について議論する機会が得られるからだ」と述べた。同会長はま

た、「ウクライナ情勢を受け、韓ロ関係は困難に直面している。しかし、EEFのような多国間経済対話の場は、実

務的な協力に関する提案について協議し、両国間の対話を維持するための重要な機会となる」との見方を示した。

さらに、「ロシアと韓国の協力には、エネルギー、物流、農業などの分野に加え、極東開発においても、依然として

大きな可能性がある」と指摘した。 
 
2026.08.16 
アンドレイ・クレパチ氏、VEB.RFの主任エコノミストを退任 
８月16日付Vedomostiによると、VEB.RFは、アンドレイ・クレパチ氏が主任エコノミストを退任したと発表した。退

任理由について、VEB.RFの担当者はコメントを控えた。クレパチ氏の知人は、同氏の退任は、国内の経済・政治

情勢に関する厳しい個人的評価がVEB.RFの立場と全く一致しなかったことに起因すると述べた。一方、VEB.RF
に近い情報筋は、同組織がこれまでも、さまざまな社会・政治問題や社会経済問題に関するクレパチ氏の立場は

個人的な見解であり、VEB.RFの公式見解とは一致しないと繰り返し強調してきたと指摘した。ロシアの独立系メ

ディアThe Bellの８月16日付記事によると、問題となったクレパチ氏の発言は、2026年５月21日にモスクワ証券

取引所傘下の非営利団体「ニキツキー・クラブ」の会合で行われたとみられる。クレパチ氏は同会合で「ロシア経

済と地政学的課題」をテーマに報告し、「我々がロシア経済に対して何をしようと、経済は生き残るだろう。その意

味では、経済的な観点から見て危機的な局面にはない。（中略）問題はむしろ、我々が後れをとっていることにあ

る。我々は、世界における技術面、経済面での競争に負けている。中国や米国に負けているだけでなく、私自身

にとってどれほど不愉快なことであっても、ある面ではウクライナにも負けている。ウクライナ経済は、当然ながら

一部が破壊され、人口面でも壊滅的な状況に直面している。しかし、それにもかかわらず生き残っている」と述べ

た。さらに、「この消耗戦において、我々は競争に勝てない。我々は、向こうのすべてが崩壊するという幻想を抱い

ている。しかし、崩壊しなかったし、今後も崩壊しないだろう。我々の負担は増大している。国民を対象とした調査

によれば、医療の質は悪化している。科学技術分野では、すべてが極めて不均衡な状態にある」と指摘した。続

けて、「経済は持ちこたえるだろう。しかし、社会危機が発生する可能性はある。しかも、それは誰も予想していな

い時に起こるかもしれない。二月革命も誰も予想していなかった。ロシアが崩壊することはないと信じているが、社

会危機に陥ることはほぼ確実だと考えている。経済的には崩壊しないものの、ロシアの後れは拡大し続け、それ
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に伴うあらゆる影響が生じるだろう」と語った。アンドレイ・クレパチ氏は1959年生まれの67歳。2004～2008年に

経済発展省マクロ経済予測局長、2008～2014年に同省次官を務めた後、2014年からVEB.RFの主任エコノミス

ト（副総裁級）を務めていた。 
 
2026.08.18 
企業による任意納付金、過去最高の3,840億ルーブルに 
８月18日付Vedomostiによると、「電子予算」のデータを分析した結果、2026年１月～８月半ばに企業が連邦予算

に納付した任意納付金は、3,836億9,000万ルーブルに達したことが明らかになった。８月半ばの時点ですでに、

前年１年間の納付額（2,513億ルーブル）を50％、前年１～７月の納付額（1,734億ルーブル）を120％上回ってい

る。過去数年間、この予算収入科目（2022年新設）の大部分を占めていたのは、外国企業がロシア市場から撤退

する際に納める、いわゆる「撤退税」であった。しかし、2026年については、春に表明された有力実業家による寄

付が主な収入源となる可能性がある。ロシア産業家・企業家連盟（RSPP）のアレクサンドル・ショーヒン会長によ

ると、３月末に開催された同連盟の総会で、一部の有力実業家が連邦予算に自発的な寄付を行う意向を表明し

た。ある関係者がエクスペルト誌に語ったところによれば、政府は任意納付金が通年で約3,000億ルーブルに達

すると見込んでいる。一方、2026～2028年予算法に盛り込まれた財務省の任意納付金の計画額は、年間17億
ルーブルにすぎなかった。同省のウェブサイトに掲載された情報によると、2026年の任意納付金の大部分は３月

以降に納められた。企業からの納付額は１～３月の合計で156億ルーブルだったが、４月には累計で約10倍の

1,597億ルーブルに達した。さらに、５月には前月比45.5％増の2,323億ルーブル、６月には同27％増の2,944億
ルーブルとなり、７月～８月半ばにはさらに30％増加した。この大幅な増加は、外国企業による「撤退税」とは無関

係である可能性が高い。法律専門家によると、ロシア市場から撤退するための手段としての「撤退税」は、事実上

枯渇している。ショーヒン会長も、現在は撤退条件が「相当厳しく」なっているため、「撤退税」を納付して撤退する

企業は減少していると指摘している。 
 
2026.08.19 
経済情勢とウクライナ軍による攻撃の影響に関するプーチン大統領の発言 
８月19日付TASSによると、同日、戦略発展・国家プロジェクト評議会の会合においてプーチン大統領はロシアの

経済状況とウクライナ軍の攻撃による経済への影響について言及した。要旨は以下のとおり。 
ロシア経済 
・現在のロシアの経済動向は、控えめではあるが前向きであると言える。 
・2019年から2024年にかけて、ロシアにおける固定資本投資は40％以上増加した。このような成果は、主に輸出

志向の産業インフラに関する大規模プロジェクトによって達成された。 
・何よりもまず内需に向けたプロジェクトに投資することが重要である。 
・2025年末に承認された「2030年までのロシア経済の構造改革計画」を着実に実施し、その成果を確認しなけれ

ばならない。 
ウクライナ軍によるインフラ攻撃の影響 
・ウクライナ軍による産業施設やインフラへの攻撃は損害をもたらしているが、それによる深刻な影響は現状で存

在しないし、過去にも存在せず、将来もありえない。 
・ウクライナ軍の攻撃を受けた物流・倉庫施設は、当然、政府の関与も含め、復旧する必要がある。 
 
２．産業動向 
 
（１）エネルギー 

2026.08.13 
ドローン攻撃を受けたオルスク製油所、復旧に最長半年 
８月13日付Oilcapital.ruによると、オレンブルク州にあるオルスク製油所（オルスクネフチェオルグシンテズ）は、８
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月11日のドローン攻撃により、最長で半年間の操業停止を余儀なくされる見通しとなった。同州のエフゲニー・ソ

ンツェフ知事が明らかにした。同知事によると、製油所の重要な設備が被害を受けたため、早期の復旧は困難だ

という。使用されている設備が外国製であり、ウクライナ侵攻後に導入された制裁措置の影響で、修理に最長６カ

月を要する見通しである。このため、同製油所は生産を全面的に停止した。ソルンツェフ知事はまた、同州は今後、

域外からの燃料供給に頼らざるを得ず、すでに輸送ルートの再編に着手していると説明した。オレンブルク州内に

ある287カ所のガソリンスタンドのうち、現在営業しているのは約80％にとどまり、緊急・特殊車両への給油が優

先されているという。８月13日には、ロシア最大級の石油化学企業ガスプロム・ネフテヒム・サラヴァトが立地する

サラヴァト工業地帯（バシコルトスタン共和国）も、大規模なドローン攻撃を受けた。さらに、８月17日に始まる週の

初めには、ニジネカムスク（タタルスタン共和国）の生産施設もドローン攻撃を受けた。オルスク製油所は、フォル

テインヴェストの事業ポートフォリオにおける中核企業である。同製油所では、自動車用ガソリン、ディーゼル燃料、

航空燃料、ビチューメン、重油など、幅広い石油製品を生産しており、原油の処理能力は年間576万ｔとなっている。 
 

図表４ ロシア（占領地域を含む）の製油関連施設の配置とドローン攻撃の被害状況（2026年７月時点） 

 
（注）茶：着弾により火災発生、オレンジ：被弾するも火災に関しては報告なし、黄：被害の有無・被弾の有無未確認、グレー：攻

撃の事実なし 
（ 出 所 ） https://www.caspianpolicy.org/research/maps/live-map-of-ukrainian-strikes-on-russian-refineries-and-depots-

ukrainian-drone-war-strikes-russia-the-south-caucasus-and-central-asia 
 
2026.08.14 
2026年６月のインドによるロシアからの原油輸入量、前年同月比25％増 
８月14日付Interfaxによると、インドは2026年６月に合計1,820万ｔの原油を輸入し、このうち2022年６月以降、最

大の供給国となっているロシアからの輸入量は874万ｔに達した。これは前年同月比25％増、前月比2.5％減に相

当する。６月のロシア産原油の輸入額は71億8,000万ドルとなり、前年同月比で11％増加した。ロシア産原油が

インドの原油輸入総量に占める割合は、2026年５月の41％から６月には48％に上昇した。2026年１～６月のイン

ドの原油輸入量は合計約１億1,808万ｔ、金額では787億5,000万ドルとなった。このうちロシア産原油は3,966万ｔ

で、前年同期の水準を９％下回った。2025年通年では、インドは前年比6.1％増の２億6,247万ｔの原油を輸入し

た。このうちロシア産原油は同５％減の8,486万ｔで、輸入総量の32.3％を占めた。 

オルスク 
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※６月および７月の輸入量に関しては、データの出所や集計方法の違いにより、後掲の記事とは数値が異なる。 
 

図表５ インドによるロシアからの原油輸入量の月別推移（単位 1,000ｔ） 

 
 
2026.08.14 
2026年７月のインドによるロシア産原油輸入、日量247万バレル 
８月14日付Oilcapital.ruによると、2026年７月のインドの原油輸入に占めるロシアのシェアは50.83％に達し、輸

入量は日量247万バレルとなった。供給量は前年同月比で62.4％増加したものの、ピークを記録した2026年６月

の日量260万バレルと比べると4.8％減少した。インドの石油精製企業は年初、米国による追加関税導入のリスク

を最小限に抑えるため、ロシア産原油の購入を削減しようとしていた。しかし、米国とイランの軍事的対立に伴っ

て中東産原油の供給が不足したため、インドの製油所はロシアの供給業者からの購入量を従来の水準に維持せ

ざるを得なくなった。インド市場におけるペルシャ湾岸諸国の供給シェアは、2025年７月の43％から2026年７月に

は30％に低下した。一方、ラテンアメリカのシェアは3.5％から12.7％に拡大したが、これは主としてブラジルとベ

ネズエラからの輸入増加によるものである。IEAのデータによると、2026年７月のロシアの原油・石油製品の輸出

量は合計日量697万バレルとなり、前月比で日量63万バレル、前年同月比で同42万バレル減少した。これらの輸

出によるロシアの収入は138億ドルと推定され、前年同月を７億2,000万ドル下回った。 
 
2026.08.14 
2026年７月のロシア産石油製品の海上輸出、前月比33％減 
８月14日付Oilcapital.ruがReutersの独自試算を引用して報じたところによると、2026年７月のロシア産石油製品

の海上輸出量は393万ｔに減少した。１日平均では、前月比33.3％減、前年同月比54.7％減となった。専門家は、

減少の主な要因として、製油所に対するドローン攻撃が続いていることを挙げている。ここ数カ月、国内の大規模

製油所や港湾インフラ施設が繰り返しドローン攻撃を受けており、これが原油処理量と石油製品の生産量の減少

を招き、輸出量の落ち込みにつながった。また、ロシアでは2026年４月１日から、生産者を含むすべての事業者

によるガソリン輸出が禁止され、７月８日からはディーゼル燃料についても全面的な輸出禁止措置が導入された。

入手可能なデータによると、７月のバルト海沿岸のプリモルスク、ヴィソツク、サンクトペテルブルク、ウスチルガの

各港からの軽質・重質石油製品の出荷量は197万4,000ｔとなり、１日平均では６月に比べ16％減少した。より大

幅な落ち込みを記録したのが黒海・アゾフ海方面で、同海域の港からの輸出量は前月比49％減の125万ｔとなっ

た。ムルマンスクとアルハンゲリスクにある北極圏のターミナルからの輸出量は合計わずか４万4,000ｔにとどまり、

６月比で85.4％減少した。一方、極東の港からの輸出量は６月比16％減の66万4,000ｔとなった。 
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2026.08.18 
エネルギー相、国内ガソリンスタンドでの行列発生を認める 
８月18日付Kommersantによると、セルゲイ・ツィヴィレフ・エネルギー大臣は、ロシア国内のガソリンスタンドで行

列が発生していることを認め、エネルギー省が問題の解決に取り組んでいると明らかにした。同大臣はジャーナリ

ストのアレクサンドル・ユナシェフ氏に対し、「ディーゼル燃料は、どのガソリンスタンドでも入手できる。ガソリンも

供給されているが、行列が発生している。ただし、我々はこの問題の解消に向け、精力的に取り組んでいる」と述

べた。 
 
2026.08.20 
ロシア産原油をめぐる中国とインドの競合、アジアに燃料不足をもたらす恐れ 
８月20日付Kommersantによると、中国はイラン産原油の供給途絶を受け、ロシア産原油の輸入を拡大している。

Reutersは、この動きがインド市場に影響を及ぼしており、インドが十分な量の原油を確保できなくなれば、アジア

市場で燃料不足が生じる恐れがあると報じた。中国は従来、主としてロシア東部の港からESPO原油を購入して

いたが、８月には欧州部の港から出荷されるウラル原油の輸入割合を31％まで引き上げた。これに加え、日量

100万バレル弱のロシア産原油がパイプライン経由で中国に供給されている。一方、８月のインドによるロシア産

原油の輸入量は日量187万バレルまで減少し、７月の日量279万バレル、６月の同273万バレルを下回った。この

うち、ロシアの欧州部の港からの購入量は前月比30％減の日量182万バレルとなった。インドはディーゼル燃料

とガソリンの世界最大の輸出国であるため、同国の原油調達量の減少はアジア市場全体にとってリスクとなる。８

月のインドの原油輸入総量は日量417万バレルにとどまり、中東紛争の開始以降で最低の水準となった。専門家

は、中国がロシア産原油の輸入を引き続き拡大する一方、インドも主要な買い手であり続けるとみている。また、

８月には中東産原油の供給が回復し、国際原油価格が下落する中、ウラル原油の値引き幅も一段と拡大すると

の見方を示している。 
 

図表６ 中国によるロシアからの原油輸入量の月別推移（単位 1,000ｔ） 

 
（２）自動車 

2026.08.15 
トヨタ、ロシアでHiluxとSequoiaの自動車商標を登録 
８月15日付TASSによると、ロシアでの生産事業から撤退したトヨタ自動車は、ロシア国内で「Hilux」と「Sequoia」
の自動車関連商標を登録した。登録申請は、日本からロスパテント（ロシア知的財産庁）に提出された。商標権の

有効期間は10年間となっている。トヨタは2022年９月、サンクトペテルブルク工場での自動車生産を終了すると発
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表した。同工場は年間10万台の生産能力を有していた。 
 
2026.08.17 
モスクワ州のMercedes-Benz旧倉庫を乳製品工場に転用 
８月17日付Vedomostiによると、モスクワ州グラゾヴォ地区にあるセヴェルノエ・シェレメチェヴォ工業団地に、総

額300億ルーブルを投じて乳製品工場が建設される予定である。投資主体はロギカ・モロカで、同社広報部は、ド

イツの自動車メーカーMercedes-Benzが使用していた旧倉庫を活用して工場を建設すると発表した。同社による

と、倉庫と隣接用地の取得はすでに完了している。新工場はロシア最大規模の処理能力を持つ乳製品工場とな

る見込みで、生乳の処理能力は最大で日量1,750ｔに達する。旧倉庫は、乳製品工場への転用に向けて全面的に

改装される。 
 
2026.08.19 
2026年７月の中国からロシアへの自動車輸出台数、前年同月比63％増 
８月19日付Vedomostiによると、2026年７月の中国からロシアへの自動車輸出台数は３万2,700台となり、前年

同月比で63％増加した。１～７月の累計輸出台数は前年同期比21％増の16万1,200台に達した。調査会社アフ

トスタットのセルゲイ・ツェリコフ所長が、China Passenger Car Association（CPCA）のデータを引用して明らかに

した。ロシアへの新車の直接輸出のうち、４分の１以上はロシアの個人によるものとなっている。さらに、中国製を

含む自動車が、キルギスを経由してロシア市場に流入している。中国税関総署のデータによると、2026年１～６

月の中国からロシアへの乗用車輸出額は前年同期比134.7％増の62億4,000万ドルに達した。前年同期の輸出

額は26億6,000万ドルで、１年間で35億8,000万ドル増加したことになる。中国からロシアへの自動車および自動

車部品の輸出総額は、前年同期比97.4％増の78億9,000万ドルとなり、中国の対ロシア輸出総額の13％を占め

た。このうちトラックの輸出額は55.2％増の４億5,617万ドルとなった。前年同期は２億9,399万ドルだった。また、

自動車部品の輸出額は14.3％増の11億9,000万ドルとなった。 
 
（３）金融 

2026.08.15 
スイスのSwissquote、ロシア人顧客の口座閉鎖を開始 
８月15日付TASSによると、スイスのオンライン銀行Swissquoteと、その子会社であるネオバンクYuhは、スイス

国内に居住する一部のロシア人顧客の口座閉鎖を開始した。スイスのニュースサイトInside Paradeplatzが、対

象となった顧客の１人の証言として伝えたところによると、今回の措置は約600口座に影響を及ぼしたとみられる。

この顧客によれば、口座閉鎖の対象には、カテゴリーCの居住許可証を保有し、「全く非の打ちどころのない評判」

を有する税法上のスイス居住者や、スイス国籍との二重国籍者も含まれているという。同顧客は、一連の口座閉

鎖の背景には「スイス連邦金融市場監督機構（FINMA）による監督要件の強化」があるとの見方を示した。また、

銀行のサポート窓口に電話で問い合わせたところ、担当者は、口座閉鎖が顧客のロシア国籍に起因する銀行内

部の方針に基づくものであることを口頭で認めたという。Swissquoteのマーク・ビュルキ頭取も口座閉鎖の事実を

認めた一方、同行の「ロシア人顧客はさほど多くない」とした上で、こうした措置が一律または組織的に実施されて

いるわけではないと説明した。 
 
2026.08.18 
VisaとMastercardのカード、2027年末までにロシア国内から姿を消す見通し 
８月18日付Kommersantによると、ロシア議会国家院（下院）金融市場委員会のアナトリー・アクサコフ委員長は、

ロシア国内で発行されたVisaおよびMastercardのカードについて、セキュリティ認証が古く、保護が不十分になっ

ているとの見解を示した。同委員長によれば、これらのカードは2027年末までにロシア国内で流通しなくなる見通

しである。同氏は、「来年中、つまり来年末までには姿を消すことになる。利用者自身が、別の決済手段に移行し

た方がよいとすでに感じているからだ」と述べた。これに先立ち、ロシア中央銀行は、ロシア国内の銀行が発行し
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たVisaおよびMastercardのカードが徐々に流通しなくなるとの見通しを示していた。また、８月半ばには国家決済

カードシステム（NSPK）が、VisaやMastercardなど外国の決済システムのカードを利用したオンラインショッピン

グで、問題が生じる可能性があると警告した。 
 
（４）その他 

2026.08.13 
Rockwool、ロシア子会社から86億ルーブルの返済訴訟を提起される 
８月13日付Interfaxによると、ロシアの有限責任会社ロックウールは、親会社であるデンマークの大手断熱材メー

カーRockwool A/Sを相手取り、86億ルーブルの支払いを求める訴訟をモスクワ州商事裁判所に提起した。訴状

は８月11日に提出された。有限責任会社ロックウールによると、同社は2020年10月29日付の貸付契約に基づく

債権の回収を求めている。同契約では、デンマークのRockwool本社が借り手となっていた。ロシアのロックウー

ルは2020～2021年に、総額50億ルーブルの貸付を２回に分けて実施した。返済期限は複数回にわたり延長さ

れ、2025年２月27日付の直近の追加合意では2030年11月１日までとされたが、利息の支払いや元本の段階的

な返済は行われなかった。2025年、Rockwoolはロシアの外国投資監督政府委員会に対し、債務と配当金を相

殺する許可を複数回申請した。しかし、以前に約30億ルーブルの配当金をロシア国外へ送金する許可を得てい

たことなどを理由に、申請は認められなかったとプレスリリースには記されている。その後、2025年12月31日付の

ロシア大統領令（第1011号）により、Rockwoolのロシア資産は建設資産開発株式会社（RSA）の一時的な外部

管理下に置かれた。2026年１月、ロシアの有限責任会社ロックウールは、債務の期限前返済を請求する権利を

行使した。これに対し、デンマークのRockwool本社は制裁に伴う制限により債務の履行が不可能だと主張したも

のの、ロシア企業側はこれを受け入れず、７月に裁判前請求を行った。有限責任会社ロックウールによると、任意

の支払いに応じる期限はすでに過ぎている。請求額には、元本50億ルーブルに加え、未払い利息と違約金が含

まれている。 
※2025年12月31日付ロシア大統領令第1011号の日本語仮訳はこちらから。 
https://www.jp-ru.org/db/wp-content/uploads/2026/01/515_J_U_1011_20251231.pdf 
 
2026.08.17 
Nestléのロシア子会社、外部管理下に置かれる可能性 
８月17日付Kommersantによると、KSロギスチカはプーチン大統領に対し、Nestléのロシア子会社５社（ネスレ・

ロシア、ネスレ・クバン、シリアル・パートナーズ・ルス、CPBネスレ、アトリウム・イノベーションズ・ルス）を一時的な

外部管理下に置く可能性について検討するよう要請した。事情を知る関係者が明らかにした。関係者によると、

KSロギスチカが外部管理の導入を提案した理由は、生産能力を拡大する計画がなく、ロシア国内で生産した製

品の輸出も停止しているためである。一方、Nestléのロシア法人は、KSロギスチカの提案をめぐり、当局から一切

の問い合わせを受けていないと説明した。また、ロシア国内の事務所と工場は操業を継続しており、すべての義

務を履行しているとしている。2022～2025年にNestléがロシアで実施した投資は、生産活動と事業運営の維持

に充てられた。一時的な外部管理の導入は、1,600億～1,700億ルーブルと評価される同社のロシア資産につい

て、所有者を変更するプロセスの第一段階となる可能性がある。ロシア政府は年末までに、この措置の妥当性を

評価する予定である。 
 
2026.08.18 
外国投資監督政府委員会がロスアトムとDP Worldの合弁事業を承認 
８月18日付Kommersantによると、外国投資監督政府委員会は、ロスアトムとドバイの港湾運営会社DP Worldに
よる合弁企業の設立に関する取引を承認した。ロスアトムの担当者もこの事実を認めた。同社は「現在、両社間

で法的拘束力を持つ文書の最終調整を行っている」と説明したが、詳細は公表していない。ロスアトムは、合弁企

業となるグロバリナヤ・ロギスチカ（Global Logistics）を2025年12月末に設立した。ロスアトムは2018年から、北

極海航路のインフラ運営主体としての役割を担っている。DP Worldは世界最大手の港湾運営会社の一つで、ア

https://www.jp-ru.org/db/wp-content/uploads/2026/01/515_J_U_1011_20251231.pdf
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ラブ首長国連邦政府が所有している。同社の輸送・物流ネットワークは、76カ国に300社以上の傘下企業を有し

ている。ロスアトムとDP Worldは2023年10月にムルマンスク港に国際コンテナ物流会社を合弁で設立するなど、

北極海航路の利用を視野に入れた協力を強化している。2023年11月に極東海運（FESCOの持ち株会社）がロ

スアトムの支配下に入ったが、ロスアトムはその株式をDP Worldとの合弁企業に移転する考えの模様だ。 
 
2026.08.19 
中国発のコンテナ船、北極海航路経由で初めてムルマンスクに到着 
８月19日付TASSによると、中国のNewNew Shipping Lineが運航するコンテナ船が、北極海航路を経由して初

めてムルマンスク港に到着した。同船は自動車部品を輸送した。ムルマンスク州のアンドレイ・チビス知事が明ら

かにした。同知事によると、北極海航路を経由して500本のコンテナを輸送することについて、１年弱前に

NewNew Shipping Lineとの間で協定が締結されていたという。同知事は「北極海航路を開拓し、ムルマンスクを

輸送ハブとして発展させていく」と述べた。ムルマンスク海洋商業港（MMTP）によると、同港が北極海航路経由の

コンテナ貨物を受け入れたのは今回が初めてであり、港湾当局は受け入れに向けて事前に準備を進めていた。

運営会社ポルトヴイ・アリヤンスの支援を受け、2025年にはコンテナ貨物専用のターミナルが建設されたという。 
 
2026.08.20 
ロシアのEU向けスケトウダラ冷凍フィレ輸出額、2026年上半期に34％増 
８月20日付TASSによると、ロシア漁業連盟は、2026年上半期のロシアからEUへのスケトウダラ冷凍フィレの輸

出が、数量ベースで前年同期比11％増の６万6,000ｔ、金額ベースで同34％増の２億1,800万ドルに達したことを

明らかにした。これにより、ロシアはEU市場におけるスケトウダラ冷凍フィレの最大供給国としての地位を一段と

強め、数量ベースのシェアを前年同期の44％から51％に拡大した。ロシア漁業連盟の分析センターがユーロスタ

ットのデータに基づいて算出したところによると、2026年上半期のロシアからEUへの魚類輸出は、数量で９万

4,000ｔ、金額で４億1,700万ドルに達した。 
 
 
３．法令・制裁関連 
 
（１）ロシアにおける法令及び制裁対応関連 

2026.08.18 
ロシア政府、芳香族炭化水素の輸出禁止を検討 
８月18日付Kommersantによると、政府経済発展・統合委員会は、芳香族炭化水素（ベンゼン、フェノール、トルエ

ン、キシレン）の輸出禁止を検討している。８月に開催された同委員会の会合について知る関係者によると、ベン

ゼンとフェノールの輸出禁止をめぐって出席者の意見が分かれたため、具体的な決定には至らなかった。業界関

係者は、輸出禁止が検討されている背景として、製油所の修理に伴って芳香族炭化水素の生産量が減少してい

ることに加え、燃料生産向けの需要が増えていることを挙げている。芳香族炭化水素の減産傾向は、今年に始ま

ったものではない。2025年のロシアの生産量は、ベンゼンが前年比10.3％減の130万ｔ、トルエンが同6.8％減の

36万1,000ｔ、キシレンが同17.3％減の37万ｔとなった。芳香族炭化水素を使用する一部の産業では、深刻な供給

不足が生じている。特に厳しい状況にあるのが、ベンゼンとプロピレンを原料とするフェノールを使用した木工用

樹脂の生産分野である。供給不足によりフェノール価格は高騰し、従来の１ｔ当たり７万～９万ルーブルから、過去

最高の13万5,000～15万ルーブルに達している。ガソリン生産や塗料製造用の溶剤として使われるオルトキシレ

ンやトルエンについても、同様の状況が生じている。ある関係者は「供給業者がいないため、現在の価格は１ｔ当

たり25万ルーブルに達している」と述べた。芳香族炭化水素は従来から大規模には輸出されておらず、現在の価

格水準では輸出が事実上停止しているという。このため、関係者は、輸出禁止措置が導入されても石油化学市場

への影響は生じないとの見方を示している。価格指標センターのデータによると、2026年１～７月のトルエン輸出

量は前年同期比35％減の1,300ｔで、５月以降は輸出されていない。 



ROTOBO★ビジネスニュースクリップ 

2026年８月25日 第246号 

11 
 

（２）対ロシア制裁関連 

2026.08.15 
スイス国内の凍結ロシア資産、総額104億ドルに 
８月15日付TASSによると、スイス連邦経済省経済事務局（SECO）のファビアン・マイエンフィッシュ報道官は、同

国内で凍結されているロシア資産の総額が、2026年６月時点で85億スイスフラン（104億ドル）に達したことを明ら

かにした。１年前の時点では、74億スイスフラン（84億ドル）だった。凍結資産には金銭のほか、制裁対象となって

いる個人・組織が所有する14件の不動産、スポーツカーや高級車、美術品、家具、楽器なども含まれている。また、

マイエンフィッシュ氏によると、これとは別に、ロシア中央銀行の準備資産もスイス国内で凍結されている。その規

模は2026年６月時点で68億スイスフラン（83億ドル）となり、１年前の72億スイスフラン（81億ドル）から減少した。

ロシアの凍結資産をEuroclearからEUの新たな預託機関に移管し、ウクライナ支援に利用する構想をめぐる議論

にスイスが参加しているかとの質問に対し、マイエンフィッシュ報道官は回答を避けた一方、「スイスは、ロシア中

央銀行の凍結資産をめぐる国際的な議論を注意深く見守っている」と述べた。 
 
2026.08.17 
EU、今秋に過去最大規模の対ロシア制裁を発表か 
８月17日付KommersantおよびVedomostiによると、EUのカヤ・カラス外務・安全保障政策上級代表は、ドイツの

Die Welt紙とのインタビューで、EUが新たな対ロシア制裁パッケージの策定を進めており、今秋に発表する予定

であることを明らかにした。同代表によると、策定中の制裁パッケージは、ウクライナでの戦争開始以降、最大規

模のものとなる。同代表は「同パッケージが採択されれば、制裁対象となるロシアの個人、企業・組織の数は一挙

に３割以上増加する。ロシアが戦闘を停止するまで、圧力を強め続ける必要がある」と述べた。また、故リンゼー・

グラム議員が主導した対ロシア制裁法案が米上院で可決されたことについて、「欧州と米国の歩み寄りが期待さ

れる」と語った。 
 
2026.08.17 
2026年10月からロシアの旧式旅券を認めない欧州諸国が増加 
８月17日付Kommersantによると、欧州委員会は、スウェーデン、ベルギー、オランダ、ルクセンブルクが、2026
年10月１日からロシアの非生体認証旅券（旧式の５年有効旅券）による入国を認めないと発表した。ただし、スウ

ェーデン政府は、同日までにシェンゲンビザまたは居住許可証を取得している場合、2026年末までは非生体認証

旅券を所持するロシア国民の入国を認めるとしている。ロシア旅行業協会は、「10月１日以降、ロシアの非生体認

証旅券を認めない欧州諸国は15カ国になる」と指摘している。すでにドイツ、デンマーク、アイスランド、ラトビア、リ

トアニア、ポーランド、ルーマニア、フィンランド、フランス、チェコ、エストニアが、ロシアの非生体認証旅券（旧式の

５年有効旅券）を認めていない。 
 
2026.08.19 
米商務省、ロシアの肥料メーカー「アパチト」への相殺関税率を引き下げ 
８月19日付TASSによると、米国商務省は、ロシアのリン酸肥料メーカー兼輸出業者である株式会社アパチトの

製品に対する相殺関税率を、28.5％から22.86％に引き下げた。８月19日付の米国連邦官報に掲載された同省

の通知で明らかになった。同通知によると、米国国際貿易裁判所は８月12日、2020年11月～2021年12月31日
のロシア産リン酸肥料の輸入に対する相殺関税の賦課をめぐる訴訟について判決を下した。これを受け、米商務

省は、アパチトに適用する相殺可能な補助金率についての決定を修正する。新たな関税率は８月22日に発効す

る。 
※米国連邦官報の該当ページはこちらから。 
https://www.federalregister.gov/documents/2026/08/19/2026-16881/phosphate-fertilizers-from-the-russian-
federation-notice-of-court-decision-not-in-harmony-with-the?utm_source=chatgpt.com 
 

https://www.federalregister.gov/documents/2026/08/19/2026-16881/phosphate-fertilizers-from-the-russian-federation-notice-of-court-decision-not-in-harmony-with-the?utm_source=chatgpt.com
https://www.federalregister.gov/documents/2026/08/19/2026-16881/phosphate-fertilizers-from-the-russian-federation-notice-of-court-decision-not-in-harmony-with-the?utm_source=chatgpt.com
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2026.08.20 
EUがロシア産魚類の輸入禁止を見送り、域内の漁獲量減少が背景 
８月20日付TASSによると、欧州のニュースメディアEuractivは、バルト海の漁業資源が急速に枯渇しつつあり、

ニシンからタラまで、ほぼすべての魚種についてEU域内の漁獲量が減少していると指摘した。６月に第21弾対ロ

シア制裁パッケージを採択する際、EU加盟国は、ニシンからタラまで、あらゆるロシア産魚類の輸入を全面的に

禁止するという欧州委員会の提案を退けた。その後、欧州委員会は対象をタラに限定した部分的な輸入禁止も提

案したが、これも合意に至らず、最終的に第21弾制裁パッケージには魚類貿易に関する規定が盛り込まれなかっ

た。Euractivによると、バルト海の漁業資源をめぐる問題は極めて深刻であり、スウェーデンがEU域内外に輸出

する代表的な食品の一つである、スウェーデン産ニシンの酢漬けの生産にも影響を及ぼしかねないという。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【ロシア進出企業情報提供ポータルを併せてご活用ください】→ https://www.jp-ru.org/ 
※「ビジネスニュースクリップ・データベース」→ https://www.jp-ru.org/db/form_biz/ 
 （本誌第１号からの過去記事をすべて検索できます。） 
※「ロシア制裁関連法規データベース」→ https://www.jp-ru.org/db/form_law/ 
（本誌でこれまで紹介したロシア連邦法・大統領令・政府決定等を検索することができます。） 

※「ロシア進出企業動向データベース」 
  ✓親会社情報検索→ https://www.jp-ru.org/db/corporation 
  ✓ロシア現地法人情報検索→ https://www.jp-ru.org/db/corporation_ru/ 
 （欧米企業を中心としたロシアへ進出している外資系企業に関する基礎情報および活動状況） 
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